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 (ｼ) 地球温暖化 

ｱ) 建築物環境配慮指針 

 「建築物環境配慮指針」（平成 15 年名古屋市告示 557 号）に基づき、建築主は建築物を

建築するにあたり、地球温暖化その他の環境への負荷のための措置を講ずるよう努めなけ

ればならない。また、建築物環境配慮制度（CASBEE 名古屋）により、2,000 ㎡を超える建

築物の建築主に対し、環境配慮の措置を記載した環境計画書の届出が義務付けられている。 

ｲ) 地球温暖化対策指針 

 温室効果ガスの排出量が相当程度多い工場等として規則で定めるものを設置し、または

管理している者は、事業活動に伴う温室効果ガスの排出の状況、当該温室効果ガスの排出

の抑制に係る措置及び目標その他の地球温暖化対策に関する事項を定めた計画書（以下「地

球温暖化対策計画書」という。）を作成し、市長に提出しなければならない。なお、地球温

暖化対策計画書の作成は、「地球温暖化対策指針」（平成 16 年名古屋市告示 11 号）に基づ

くものとする。 

 

 ② 廃棄物関係法令 

ア 事業系廃棄物 

 事業活動に伴って生じる廃棄物については、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭

和 45 年法律第 137 号）により、一般廃棄物、産業廃棄物を問わず、事業者の責任において

適正に処理することが義務付けられている。また、「名古屋市廃棄物の減量及び適正処理に

関する条例」（平成４年名古屋市条例第 46 号）により、事業者は事業系廃棄物の再利用を

図ることにより、減量化に努めることが義務付けられている。 

イ 建設廃材等 

 建設工事及び解体工事に伴って生じる廃棄物については、「廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律」及び「建設廃棄物処理マニュアル－建設廃棄物処理ガイドライン改訂版－」（財団

法人 日本産業廃棄物処理振興センター，平成 13 年）により、事業者の責任において適正

に処理するとともに、運搬車両ごとにマニフェスト（集荷目録）を発行することが義務付

けられている。また、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成 12 年法律第

104 号）により、事業者は再生資源を利用するよう努めるとともに、建設工事に係る建設

資材廃棄物を再生資源として利用することを促進するよう努めることが義務付けられてい

る。 

 

 

 

 

 

 



 - 153 -

 ③ 自然環境関係法令 

ア 自然公園地域の指定状況 

 調査対象区域には、「自然公園法」（昭和 32 年法律第 161 号）及び「愛知県立自然公園条

例」（昭和 43 年愛知県条例第７号）に基づく自然公園地域の指定はない。 

イ 自然環境保全地域の指定状況 

 調査対象区域には、「自然環境保全法」（昭和 47 年法律第 85 号）及び「自然環境の保全

及び緑化の推進に関する条例」（昭和 48 年愛知県条例第３号）に基づく自然環境保全地域

の指定はない。 

ウ 緑地保全地域の指定状況 

 調査対象区域には、都市緑地法に基づく緑地保全地域の指定はない。 

エ 鳥獣保護区等の指定状況 

 調査対象区域は、全域が「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律」（平成 14 年法律

第 88 号）に基づく特定猟具使用禁止区域になっている。 

 

 ④ 防災関係法令 

ア 砂防指定地の指定状況 

 調査対象区域には、「砂防法」（明治 30 年法律第 29 号）に基づく砂防指定地の指定はな

い。 

イ 地すべり防止区域の指定状況 

 調査対象区域には、「地すべり等防止法」（昭和 33 年法律第 30 号）に基づく地すべり防

止区域の指定はない。 

ウ 急傾斜地崩壊危険区域の指定状況 

 調査対象区域には、「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」（昭和 44 年法律第

57 号）に基づく急傾斜地崩壊危険区域の指定はない。 

エ 災害危険区域の指定状況 

 調査対象区域には、「建築基準法」に基づく災害危険区域の指定はない。 

オ 防火地域及び準防火地域の指定状況 

 調査対象区域は、図 1-5-15 に示すとおり、「都市計画法」（昭和 43 年法律第 100 号）に

基づく防火地域もしくは準防火地域に指定されている。 
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図 1-5-15 防火地域及び準防火地域指定状況図 
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(7) 環境保全に関する計画等 

 ① 愛知地域公害防止計画 

 愛知県は、「環境基本法」に基づき、「愛知地域公害防止計画」を平成 18 年度に策定して

いる。策定地域は、名古屋市をはじめ９市が含まれている。 

 

 ② 愛知県環境基本計画 

 愛知県は、「愛知県環境基本条例」（平成７年条例第１号）に基づき、環境の保全に関す

る施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、環境の保全に関する「愛知県環境基本計画」

を平成９年８月に策定している。本計画は、その後の社会情勢の変化や環境の状況に的確

に対応し、持続可能な社会の形成を着実に推進するために、平成 14 年９月に第２次として、

平成 20 年３月に第３次として改訂されている。 

 

 ③ 名古屋市環境基本計画 

 名古屋市は、「名古屋市環境基本条例」に基づき、環境の保全に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するための「名古屋市環境基本計画」を、平成 11 年８月に策定している。本

計画は、その後の新たな環境問題や社会情勢の変化を踏まえて計画の見直しを進め、平成

18 年７月に「第２次名古屋市環境基本計画」が策定され、市民・事業者・行政が協働して

環境保全に取組むまちづくりをめざし、計画の期間は平成 22 年度としている。 

 「第２次名古屋市環境基本計画」の目標は、表 1-5-8 に示すとおりである。 

 

表1-5-8 第２次名古屋市環境基本計画の目標 

総合目標 個別目標 施策の方向 

健康で安全な都市 
・健康で安全な生活環境の確保 

・環境リスクの低減 

循環する都市 

・廃棄物対策 

・交通・物流対策 

・健全な水の循環 

人と自然が共生する快

適な都市 

・快適なまちなみ 

・自然とのふれあい 

・自然環境保全と災害対策 

ともに創る 

「環境首都なごや」 

地球環境保全に貢献す

る都市 

・地球温暖化防止 

・地球環境問題への取組 
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 ④ 名古屋市地球温暖化防止行動計画 

 名古屋市は、平成９年 11 月に開催された「気候変動名古屋国際会議」に向けて、二酸化

炭素総排出量を平成 22 年（2010 年）までに平成２年（1990 年）の水準から 10％削減する

ことに努めるという独自の目標を掲げている。また、京都議定書で削減対象とされた二酸

化炭素をはじめとする温室効果ガス６物質については、平成 13 年３月に具体的な行動計画

として「名古屋市地球温暖化防止行動計画」を策定し、平成 18 年７月に改定を行い、「第

２次名古屋市地球温暖化防止行動計画」を策定している。ポイントは、「削減目標量を市民・

事業者の主体別に提示」、「６つの重点施策の設定」等である。行動計画の削減目標は、下

記に示すとおりである。 

・名古屋市では、平成 22 年（2010 年）までに、市域内の二酸化炭素排出量を平成２年

（1990 年）を基準として 10％削減する。 

・二酸化炭素を含む温室効果ガス全体の排出量についても、平成 22 年（2010 年）まで

に、平成２年（1990 年）を基準として 10％削減する。  

 ただし、ハイドロフルオロカーボン類（HFC）、パーフルオロカーボン類（PFC）、六ふっ

化硫黄（SF６）については、基準年を平成７年（1995 年）とする。 

 

⑤ 水の環復活 2050 なごや戦略 

 名古屋市では、平成 19 年２月に水循環に関する構想「なごや水の環（わ）復活プラン」

を策定した。その後、平成 21 年３月にプランの理念「豊かな水の環がささえる『環境首都

なごや』の実現」を継承しつつ、2050 年を目途として、実現したい名古屋の姿と実現にむ

けての取り組みや 2012 年までに行うことをまとめ「水の環復活 2050 なごや戦略」として

改定された。本戦略では、水の環復活に取り組む基本方針として「①水循環の観点からま

ちづくりに「横糸」を通すこと、②2050 年をターゲットとする「見通し」を持つこと、③

順応的管理を行うこと、④地域間連携を積極的に行うこと」を掲げている。 

 

 ⑥ ごみ減量化・再資源化行動計画 

 名古屋市では、平成６年６月に「ごみ減量化・再資源化行動計画」を策定し、その総合

的な推進を図っている。また、平成 12 年８月からは、「容器包装に係る分別収集及び再商

品化の促進等に関する法律」（平成７年法律第 112 号）に基づき、紙製及びプラスチック製

の容器と包装の資源収集を開始している。 

 一方、平成 20 年５月には、21 世紀の「循環型社会」へと結びつけていくための「名古

屋市第４次一般廃棄物処理基本計画」を策定している。 

 

 



 - 157 -

 5-2 自然的状況 

(1) 地形・地質等の状況 

 ① 地形・地質 

ア 地  形 

 調査対象区域及びその周辺の地形は、図 1-5-16 に示すとおり、台地・丘陵、低地、その

他（河川、人工改変地等）の地形に区分される。 

 調査対象区域は、低地に分類される。 

 

出典）「愛知県土地分類基本調査 津島・名古屋北部」（愛知県，昭和 61 年） 

「愛知県土地分類基本調査 桑名・名古屋南部」（愛知県，昭和 60年） 

 

イ 地  質 

 調査対象区域及びその周辺の表層地質は、図 1-5-17 に示すとおり、現河床堆積物、自然

堤防堆積物、熱田層、低位・中位段丘堆積物の地質に区分される。 

 調査対象区域の大部分は、現河床堆積物からなっているが、西側の一部に自然堤防堆積

物がみられる。 

 

出典）「愛知県土地分類基本調査 津島・名古屋北部」（愛知県，昭和 61 年） 

「愛知県土地分類基本調査 桑名・名古屋南部」（愛知県，昭和 60年） 

 

 ② 地  盤 

 調査対象区域には、名古屋市の水準点が４箇所ある。 

 平成 20 年度の測量結果では、調査対象区域北側の水準点１箇所でごくわずか沈下してい

るが、年間１㎝以上の沈下は示していない。 

 

出典)「平成 20年度 濃尾平野地域 地盤沈下等量線図」（東海三県地盤沈下調査会，平成 21年） 

 

 ③ 土壌汚染 

 事業予定地の地歴については、以下のとおりである。 

 名古屋駅が笹島交差点近くにあった明治 24 年及び大正９年では、事業予定地は、東海道

鉄道として鉄道路線が記載されている。昭和 12 年に現在の場所に名古屋駅が移動した後は、

名鉄西部線（現名鉄名古屋本線）の名古屋駅地下乗り入れにより、昭和 16 年まで掘削等の

工事が行われている。その後、バス停として使用されており、昭和 49 年には、現在の名古

屋ターミナルビルが建設された。 

 

出典)「地図で見る名古屋市街の今昔」（国土地理院） 

「名古屋駅 100年史」（東海旅客鉄道株式会社） 
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図 1-5-16 地形図 
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図 1-5-17 表層地質図 



 - 160 -

(2) 水環境の状況 

 ① 水  象 

 調査対象区域は、庄内川水系内にある。 

 調査対象区域内には河川はないが、周辺として東側には堀川が流れている。 
 

出典）「名古屋市河川図」（名古屋市，平成 13 年） 

 

 ② 水  質 

 調査対象区域周辺として、平成 20 年度に実施された堀川（納屋橋）における pH、DO 及

び BOD の調査結果によると、環境基準については３項目とも満足しているが、環境目標値

については DO が満足していない。 

 なお、調査対象区域には水質の測定地点はない。 
 

出典）「平成 20年度 公共用水域及び地下水の水質常時監視結果」（名古屋市ホームページ） 

 

 ③ 底  質 

 平成 16 年度に実施された堀川２地点における調査結果によると、暫定除去基準が定めら

れている総水銀について、基準値を上回った地点はない。 

 また、平成 20 年度に実施された堀川（港新橋）における調査結果によると、総水銀及び

PCB ともに基準値を下回っている。 

 なお、調査対象区域には底質の測定地点はない。 
 

出典）「平成 17年版 名古屋市環境白書」（名古屋市，平成 17年） 

「平成 20年度 公共用水域及び地下水の水質常時監視結果」（名古屋市，平成 21年） 

 

 ④ 地下水 

 平成 16～20 年度に実施された中村区及び西区における調査結果によると、表 1-5-9 に示

すとおり、中村区では、過去５年間全ての地点で地下水の水質に係る環境基準に適合して

いるが、西区では、環境基準に適合していない地点が平成 16 年度に計５地点、平成 17 年

度に計４地点、平成 18 年度に計４地点、平成 19 年度に計６地点、平成 20 年度に計５地点

ある。 

 なお、調査対象区域（中村区名駅１丁目）で平成 18 年度に行われた調査結果は、環境基

準に適合している。 
 

出典）「平成 16～20 年度 公共用水域及び地下水の水質常時監視結果」 

（名古屋市，平成 17～21年） 

 

表 1-5-9 地下水調査結果における環境基準適合状況 

 

 

 

 

 

H16 H17 H18 H19 H20

中村区 西区 中村区 西区 中村区 西区 中村区 西区 中村区 西区

調査地点数 4 4 4 6 4 1 5 4 6 12

環境基準
不適合地点数

0 0 0 0 0 0 0 2 0 5

調査地点数 6 5 0 8 5 8 0 8 - -

環境基準
不適合地点数

0 5 0 4 0 4 0 4 - -

注)「名古屋市地下水常時監視以外」は、平成20年度から「名古屋市地下水常時監視」に位置づけられた。

年　　度

区　　別

名古屋市地下水
常時監視結果

名古屋市地下水
常時監視以外の

結果(事業者報告)
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(3) 大気環境の状況 

 ① 気  象 

 名古屋地方気象台における過去５年間（平成 15～19 年度）の年間平均気温は 16.2℃、

年平均降水量は 1,520 ㎜である。 

 また、名古屋地方気象台及び調査対象区域周辺の大気汚染常時監視測定局である中村保

健所及びテレビ塔における過去５年間（平成 15～19 年度）の風向・風速の測定結果は、表

1-5-10(1)に示すとおりである。年間の最多風向は、名古屋地方気象台が北北西、中村保健

所が北西、テレビ塔が北（75ｍ）及び北北西（139ｍ）となっており、各測定局とも夏季を

除き北西系の風が多くなっている。年間の平均風速は、名古屋地方気象台が 3.0ｍ/ｓ、中

村保健所が 2.4ｍ/ｓ、テレビ塔が 2.1ｍ/ｓ（75ｍ）及び 3.8ｍ/ｓ（139ｍ）となっており、

冬季から春季にかけて強くなる傾向を示している。 

 一方、ささしまライブ 24 地区内注）で平成 20 年 12 月上旬及び平成 21 年８月上旬に事業

者が行った測定結果は表 1-5-10(2)に示すとおりである。また、調査期間中における名古

屋地方気象台とのデータを比較してみると、強い相関関係にあることがわかった。（図

1-5-18 及び資料２－１２（資料編 p.78）参照） 

 

出典)「平成 15～19年度 大気環境調査報告書」（名古屋市，平成 16～20 年） 

 

表 1-5-10(1) 気象測定結果（月別最多風向及び平均風速（平成 15～19 年度）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-5-10(2) 気象測定結果（事業予定地周辺） 

調 査 地 点 最多風向 平均風速 調 査 期 間 

西北西 2.0ｍ/ｓ 平成 20年 12 月３日 ～ 平成 20 年 12月 10日 
ささしまライブ 24 地区内 

南 1.7ｍ/ｓ 平成 21年８月４日 ～ 平成 21年８月 10日 

 

注）本調査を行った目的は、環境影響評価準備書で予測を行う際に、既存資料調査によることの妥当性

を確認するためである。 

  なお、事業予定地及びその周辺においては、ビルの影響を受けて風向、風速に偏りが生じたり、自

動車の排気ガスによる影響を受けて一般的な環境を把握できないことが懸念される。したがって、

事業予定地周辺でこのような影響を受けない場所として、「ささしまライブ 24地区」内で調査を行

うこととした。 

単位：風速（ｍ/ｓ）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 年間

最多風向 NNW SSE SSE SSE SSE NNW NNW NNW NNW NNW NNW NNW NNW

平均風速 3.4 3.2 2.7 2.7 2.9 2.8 2.6 2.5 2.9 3.2 3.4 3.5 3.0

最多風向 NW SE
NW

SE
WNW

WNW SSE WNW
NW

N
NW

N NW NW WNW NW NW

平均風速 2.7 2.6 2.2 2.4 2.4 2.4 2.1 2.0 2.3 2.5 2.7 2.8 2.4

最多風向
N
NNW

N SSW NW SSW N NNE NNE NW NNE N N N

平均風速 2.3 1.9 1.6 1.8 1.6 1.8 2.1 2.1 2.4 2.7 2.8 2.6 2.1

最多風向 NNW NNW SSE NNW SE NNW NNW NNW NNW NNW NNW NNW NNW

平均風速 4.3 3.9 3.1 3.3 3.4 3.5 3.3 3.3 4.0 4.4 4.6 4.6 3.8

テレビ塔
（139ｍ）

大
気
常
時
監
視
測
定
局

区　　　　分

   名古屋地方
   気　 象　 台

テレビ塔
（75ｍ）

中村保健所
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図 1-5-18 大気汚染常時監視測定局及びささしまライブ 24 地区内調査地点位置図 
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② 大気質 

 調査対象区域の大気汚染常時監視測定局は、自動車排出ガス測定局である菱信ビル注）の

みである。最寄りには、一般環境大気測定局である中村保健所、自動車排出ガス測定局で

あるテレビ塔、名古屋三越注）及び松蔭高校がある。 

 また、ささしまライブ 24 地区内で平成 20 年 12 月上旬及び平成 21 年８月上旬に事業者

が浮遊粒子状物質と二酸化窒素を測定した。調査期間中における中村保健所とのデータを

比較してみると、相関関係があることがわかった。（資料２－１２（資料編 p.78）参照） 

 これらの測定局及び調査地点の位置は、図 1-5-18 に示すとおりである。 

 

出典)「平成 20年度 大気汚染常時監視結果」（名古屋市，平成 21年） 

   「平成 11,13,14 年度 大気環境調査報告書」（名古屋市，平成 13,15,16 年） 

   「平成 20年度 ダイオキシン類大気環境調査結果」（名古屋市ホームページ） 

 

ア 二酸化硫黄 

 二酸化硫黄の平成 20 年度における測定結果は、表 1-5-11 に示すとおりであり、環境基

準を達成している。 

表 1-5-11 二酸化硫黄測定結果 

 

 

 

 

 

 

 

イ 一酸化炭素 

 一酸化炭素の過年度における測定結果は、表 1-5-12 に示すとおりである。いずれの測定

局も環境基準を達成している。 

 なお、３測定局ともに、現在、一酸化炭素の測定はなされていない。 

表 1-5-12 一酸化炭素測定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）菱信ビル及び名古屋三越測定局は、現在廃止されている。 

環境基準との対比

(ppm) (回) (％) (日) (％) (ppm) (ppm)

名古屋三越 平成13年度 0.8 0 0.0 0 0.0 4.4 1.3 ○

松蔭高校 平成14年度 0.7 0 0.0 0 0.0 3.9 1.4 ○

菱信ビル 平成11年度 1.3 0 0.0 0 0.0 5.8 2.3 ○

注)1：環境基準は、「1時間値の1日平均値が10ｐｐｍ以下であり、かつ、1時間値の8時間平均値が20ppm以下であること。」である。

　  2：評価方法は、「1日平均値の高い方から2％の範囲内にあるものを除外した値が、10ppm以下に維持されること。ただし、

       1日平均値が10ppmを超えた日が2日以上連続しないこと。」である。

環境基準の
達 成 状 況
○：達　成
×：非達成

１時間値
の最高値

8時間値が20ppmを
超えた回数とその
割合

測定局 測定年度
年平均値

日平均値の
2%除外値

日平均値10ppmを
超えた日数とその
割合

環境基準との対比

(ppm) (時間) (％) (日) (％) (ppm) (ppm)

テレビ塔 平成20年度 0.004 0 0.0 0 0.0 0.030 0.007 ○

注)1：環境基準は、「1時間値の1日平均値が0.04ｐｐｍ以下であり、かつ、1時間値が0.1ppm以下であること。」である。

　　2：評価方法は、「1日平均値の高い方から2％の範囲内にあるものを除外した値が、0.04ppm以下に維持されること。ただし、

       1日平均値が0.04ppmを超えた日が2日以上連続しないこと。」である。

 環境基準の

 達 成 状 況
   ○：達　成
   ×：非達成

１時間値
の最高値

日平均値の
2%除外値

１時間値が0.1ppm
を超えた時間数と
その割合

日平均値が0.04ppm
を超えた日数とその
割合

測定局 測定年度
年平均値
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ウ 浮遊粒子状物質 

 浮遊粒子状物質の平成 20 年度における測定結果は、表 1-5-13(1)に示すとおりである。

いずれの測定局も環境基準を達成している。 

 また、事業者がささしまライブ 24 地区内で行った測定結果は、表 1-5-13(2)に示すとお

りである。 

表 1-5-13(1) 浮遊粒子状物質測定結果（測定局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-5-13(2) 浮遊粒子状物質測定結果（ささしまライブ 24 地区内） 

期間平均値 

１時間値が0.20 

㎎/ｍ3を超えた 

時間数とその割合 

日平均値が0.10 

㎎/ｍ3を超えた 

日数とその割合 

１時間値 

の最高値 調査期間 

（㎎/ｍ3） (時間) (％) (日) (％) （㎎/ｍ3） 

平成20年12月３日 

～平成20年12月10日 
0.031 0 0.0 0 0.0 0.142 

平成21年８月４日 

～平成21年８月10日 
0.026 0 0.0 0 0.0 0.102 

 

エ 光化学オキシダント 

 光化学オキシダントの平成20年度における測定結果は、表 1-5-14 に示すとおりであり、

環境基準を達成していない。 

 なお、市内全測定局において、光化学オキシダントは環境基準を達成していない。 

表 1-5-14 光化学オキシダント測定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境基準との対比

(㎎/m
3
) (時間) (％) (日) (％) (㎎/m

3
) (㎎/m

3
)

中村保健所 0.030 0 0.0 0 0.0 0.160 0.062 ○

テレビ塔 0.025 0 0.0 0 0.0 0.098 0.050 ○

松蔭高校 0.027 0 0.0 0 0.0 0.171 0.060 ○

注)1：環境基準は、「1時間値の1日平均値が0.10㎎/m3以下であり、かつ、1時間値が0.20㎎/m3以下であること。」である。

　  2：評価方法は、「1日平均値の高い方から2％の範囲内にあるものを除外した値が、0.10㎎/m 3以下に維持されること。ただし、

       1日平均値が0.10㎎/m 3を超えた日が2日以上連続しないこと。」である。

日平均値が0.10

mg/m3を超えた日数
とその割合

１時間値
の最高値

日平均値の
2%除外値

環境基準の
達 成 状 況
○：達　成
×：非達成

測定局 測定年度
年平均値

1時間値が0.20

mg/m3を超えた時
間数とその割合

平成20年度

環境基準との対比

(ppm) (時間) (％) (ppm)

テレビ塔 平成20年度 0.031 551 10.2 0.120 ×

注)1：環境基準は、「1時間値0.06ｐｐｍ以下であること。」である。

　　2：評価方法は、「年間を通じて、1時間値が0.06ppm以下に維持されること、ただし5時～20時の

       昼間時間帯について評価する。」である。

測定局 測定年度

昼   間   の
1時間値の

年 平 均 値

昼  間  の
１時間値
の最高値

 環境基準の

 達 成 状 況
   ○：達　成

   ×：非達成

 昼間の1時間値が
 0.06ppmを超えた

 時間数とその割合
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オ 二酸化窒素 

 二酸化窒素の平成 20 年度における測定結果は、表 1-5-15(1)に示すとおりである。いず

れの測定局も環境基準を達成している。 

 また、事業者がささしまライブ 24 地区内で行った測定結果は、表 1-5-15(2)に示すとお

りである。 

表 1-5-15(1) 二酸化窒素測定結果（測定局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-5-15(2) 二酸化窒素測定結果（ささしまライブ 24 地区内） 

期間平均値 

日平均値が 

0.06ppmを超えた 

日数とその割合 

１時間値 

の最高値 調査期間 

（ppm） (日) (％) （ppm） 

平成20年12月３日 

 ～平成20年12月10日 
0.028 0 0.0 0.071 

平成21年８月４日 

～平成21年８月10日 
0.015 0 0.0 0.035 

 

カ ベンゼン・トリクロロエチレン・テトラクロロエチレン・ジクロロメタン 

 ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン及びジクロロメタンの市内５地

点（中川区・港区・南区・東区・北区）における平成 20 年度の年平均値は、ベンゼンが

1.4～1.5μg/ｍ3、トリクロロエチレンが 0.45～1.3μg/ｍ3、テトラクロロエチレンが 0.16

～0.46μg/ｍ3、ジクロロメタンが 2.2～3.0μg/ｍ3 であり、いずれの測定地点も環境基準

を達成している。 

 なお、調査対象区域には、ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン及び

ジクロロメタンの測定地点はない。 

キ ダイオキシン類 

 ダイオキシン類の市内４地点（北区・港区・守山区・緑区）における平成 20 年度の年平

均値は 0.030～0.039 pg-TEQ/ｍ3 であり、いずれの測定地点も環境基準を達成している。 

 なお、調査対象区域には、ダイオキシン類の測定地点はない。 

  

環境基準との対比

(ppm) (日) (％) (ppm) (ppm)

中村保健所 0.018 0 0.0 0.062 0.035 ○

テレビ塔 0.022 0 0.0 0.079 0.038 ○

松蔭高校 0.022 0 0.0 0.066 0.038 ○

注)1：環境基準は、「1時間値の1日平均値が0.04ppmから0.06ｐｐｍまでのゾーン内又はそれ以下であること。」である

　　2：評価方法は、「年間にわたる1日平均値のうち、低い方から98％に相当する値が、0.06ppm以下に維持されるこ

　　　と。」である。

日平均値が
0.06ppm  を超えた

日数とその割合

 環境基準の

 達 成 状 況
   ○：達　成

   ×：非達成

日平均値の

年間98％値
１時間値
の最高値

平成20年度

測定局 測定年度
年平均値
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③ 騒  音 

ア 環境騒音 

 調査対象区域における平成 16 年度の環境騒音調査地点は図 1-5-19 に、調査結果は表

1-5-16 に示すとおりである。等価騒音レベル（LAeq）は、名駅南一丁目では昼間 60dB、夜

間 53dB であり、昼間については環境基準を達成しているが、夜間については達成していな

い。那古野二丁目では昼間 58dB、夜間 50dB であり、昼間及び夜間ともに環境基準を達成

している。 

 また、市内における環境騒音の主な寄与音源は、図 1-5-20 に示すとおりであり、自動車

騒音が 67.7％と最も多く、次いで工場騒音の 7.5％、建設騒音の 2.7％の順となっている。 

 

出典)「名古屋市の騒音 環境騒音編（平成 16 年度）」（名古屋市，平成 17年） 

 

表 1-5-16 環境騒音調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-5-20 環境騒音の主な寄与音源 

鉄道騒音
0.5%営業騒音

1.1%

建設騒音
2.7%

航空機騒音
2.2%

その他
18.3%

自動車騒音
67.7%

工場騒音
7.5%

単位：ｄB

等価騒音レベル 環境基準

昼　間 夜　間 昼　間 夜　間

名駅南一丁目 60 53

那古野二丁目 58 50

注）昼間は６時から22時まで、夜間は22時から翌日の６時までである。

調査地点 用途地域

60以下 50以下商業地域
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図 1-5-19 環境騒音調査地点 
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イ 道路交通騒音 

 調査対象区域における平成 15 年度の調査結果は表 1-5-17 に示すとおりである。これに

よると、昼間の等価騒音レベル（LAeq）は 67～70dB、夜間は 62～68dB の範囲にある。 

 また、調査対象区域及びその周辺における平成 19 年度の道路交通騒音に係る環境基準の

面的評価は表 1-5-18 に、調査路線は図 1-5-21 に示すとおりであり、昼夜ともに環境基準

を達成した割合は、71.6～100.0％の範囲にある。 

 
出典)「名古屋市の騒音 自動車騒音・振動編（平成 15年度）」（名古屋市，平成 17年） 

   「平成 19年度 自動車騒音実態監視結果一覧表」（名古屋市ホームページ） 

 

表 1-5-17 道路交通騒音調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-5-18 道路交通騒音に係る環境基準の面的評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

等価騒音レベル（LAeq）

（dB）

昼　間 夜　　間 小型車 大型車

高速名古屋新宝線 68 66 455 88 16%

県道中川中村線 70 68 329 61 16%

市道椿町線 中村区椿町 67 62 239 17 7%

注)1：昼間は６時から22時まで、夜間は22時から翌日の６時までである。

　　2：交通量は、昼間10分間における台数である。

大型車
混入率

中村区名駅南二丁目

路　線　名 測定地点の住所
交　通　量（台）

環境基準達成率（％）

始　点 終　点 昼　間 夜　間 昼　夜

県道中川中村線 中川区山王３丁目 中村区名駅４丁目 905 97.3 87.0 85.7

県道名古屋甚目寺線 西区那古野２丁目 中村区本陣通 1,502 73.0 72.1 71.6

市道椿町線 中村区亀島１丁目 中村区太閤１丁目 187 98.4 98.4 98.4

市道錦通線 中村区名駅１丁目 東区葵１丁目 818 79.7 86.8 79.7

市道東志賀町線 西区浄心２丁目 中村区名駅１丁目 1,526 98.8 99.3 98.8

西区則武新町４丁目 中村区名駅１丁目 891 96.0 98.7 96.0

中村区名駅南４丁目 中村区名駅南３丁目 15 100.0 100.0 100.0

注）環境基準達成率は以下のとおりである。

　　・昼　間   ：昼間のみ環境基準を達成した住居等の割合

　　・夜　間   ：夜間のみ環境基準を達成した住居等の割合

　　・昼　夜   ：昼夜間とも環境基準を達成した住居等の割合

道　　路　　名
評　　価　　区　　間 調査区間

内全戸数
（戸）

市道広井町線
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図 1-5-21 道路交通騒音調査路線図 
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 ④ 振  動 

 調査対象区域及びその周辺における平成 15 年度の道路交通振動調査結果は表 1-5-19 に

示すとおりである。これによると、振動レベル（L 10）は 44dB 及び 47dB である。 

 

出典)「名古屋市の騒音 自動車騒音・振動編（平成 15年度）」（名古屋市，平成 17年） 

 

表 1-5-19 道路交通振動調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑤ 悪  臭 

 平成 19 年度の名古屋市における悪臭に関する苦情処理件数は 522 件あり、公害苦情処理

件数総数2,234 件の約 23％を占めている。また、中村区では総数146件のうち 29件(約20％)、

西区では総数 113 件のうち 27 件（約 24％）が、悪臭に関する苦情処理件数となっている。 

 

出典）「平成 20年版 名古屋市環境白書」（名古屋市，平成 20年） 

 

 

小型車 大型車

県道中川中村線 中村区名駅南二丁目 44 329 61 16%

市道椿町線 中村区椿町 47 239 17 7%

注)1：振動レベルは、昼間10分間における80％レンジの上端値である。

　　2：交通量は、昼間10分間における台数である。

路　線　名 測定地点の住所

交　通　量
（台） 大型車

混入率
振動レベル（L10）

（dB）
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 ⑥ 温室効果ガス等 

 名古屋市における平成 18 年の部門別二酸化炭素排出量は、図 1-5-22 に示すとおりであ

る。これによると、最も多いのは運輸の 29％、次いで業務の 26％、産業の 23％、家庭の

19％の順となっており、これら部門の合計で 97％を占めている。 

 また、二酸化炭素及びフロンの測定を行っている測定局は調査対象区域にはなく、二酸

化炭素については、市内２局（天白区及び中区（平成 19 年１月から））、フロンについても

２局（南区及び名東区）であり、これらの年平均値の推移は、図 1-5-23 及び図 1-5-24 に

示すとおりである。これによると、フロン濃度は減少している一方で、二酸化炭素濃度は

年々増加している。なお、フロンの測定は、平成 16 年度以降実施されていない。 

 

出典)「名古屋市域からの二酸化炭素排出量等（2006年）の調査結果」（名古屋市ホームページ） 

「平成 15 年度 大気環境調査報告書」（名古屋市，平成 17年） 

「平成 20 年度 二酸化炭素濃度年報」（名古屋市ホームページ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-5-22 部門別二酸化炭素排出量 
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図 1-5-23 二酸化炭素年平均値の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-5-24 フロン年平均値の推移 
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(4) 動植物及び生態系の状況 

 ① 動  物 

 調査対象区域は、市街地や住宅等が大半を占め、人為的影響を強く受けた環境となって

おり、スズメやアブラゼミなど市街地において一般的に確認される種が生息する程度であ

る。（資料２－１３（資料編 p.80）参照） 

 
出典）「新修名古屋市史 資料編 自然」（名古屋市，平成 20年） 

「名古屋市の絶滅のおそれのある野生生物 レッドデータブックなごや 2004 動物編」 

（名古屋市，平成 16年） 

「なごやの昆虫」（名古屋昆虫館，1989 年） 

 

 ② 植  物 

 調査対象区域は市街地で、人為的影響を強く受けた環境となっており、注目される植生

は確認されていない。 

 
出典）「第 2-5回植生調査重ね合わせ植生」（環境省ホームページ） 

 

 ③ 生態系 

 調査対象区域は、人為的影響を強く受けた環境となっており、注目される生態系は確認

されていない。 

 

 ④ 緑  地 

 調査対象区域における緑地は、公園等に小規模に散在している程度である。 

 

(5) 景観及び人と自然との触れ合いの活動の場の状況 

 ① 景  観 

 調査対象区域は、市街化された地域であり、特筆すべき自然景観は存在しない。 

 事業予定地の位置する名古屋駅周辺は、駅前広場、桜通、名駅通をはじめとして、新し

い都市景観の整備が実施され、タワーズ、ミッドランドスクエア、名古屋ルーセントタワ

ー等が建ち並び、名古屋市の玄関口としての都市景観が形成されつつある。 

 

 ② 人と自然との触れ合いの活動の場 

 調査対象区域は、市街化された区域であり、自然的な環境はほとんど残っておらず、人

と自然との触れ合いの活動の場は存在しない。 

 

 




